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未婚で妊娠した従業員との労働契約を解除できるか

一、事実経緯

　2010年10月、張氏はある大手スーパー（以下、スーパーという）のレジ員に応募し、面接登記表の婚姻状況の欄に未婚を記入し、且つ結婚相手が不在で1年以内に結婚の見込みがないと口頭で人事部に告知した。同年11月15日、双方は1年期間の労働契約を締結した。

　2012年7月6日、張氏は仕事中、体調が悪くて何回もレジを中止したため、複数の顧客から不満を招き、当番経理にクレームが届いた。翌日、張氏は病院で検査したところ、妊娠6週目が分かった。

　7月8日、マネージャーが顧客からのクレームや過失を残し、当月ボーナス100元減額という上司の処理意見を張氏に告げた。張氏はその場で妊娠のことを告知し、妊娠の反応でレジ員を引き続き担当できなくなることを理由に職務転換を求めた。張氏はマネージャーの要求に応じて、書面の職務転換申請表を提出した後、スーパーより再び出勤命令を出せず、賃金をも支払われなかった。

　7月16日、張氏は、スーパーが郵便書留で送付してきた、未婚で妊娠して社内規則に違反することを理由に張氏との労働契約を解除する旨の通知及び退工単を受け取った。

　張氏は労働契約解除に不服して労働争議仲裁委員会に申し立て、労働契約を継続履行するよう求めた。

　

二、仲裁裁決

　8月28日、スーパーは仲裁委員会から応訴通知書を受け取った後、張氏が署名した社内規則や採用時の登記表などの材料を仲裁委員会に提出した。

　9月10日、張氏は労働仲裁委員会に2012年9月5日発行された結婚証のコピーを提出した。

　審理の過程で、スーパーは、張氏が入社際、1年内に結婚と生育をしないことを承諾に違反し、偽りを構成し、たとえ9月5日に結婚証を取得したとしても、依然として未婚妊娠であるため、社内規則に厳重に違反することを理由に労働契約を解除することが理に合うと主張した。

　仲裁委員会は、スーパーの解除決定を取り消し、元の労働契約を張氏の三期（妊娠、出産及び哺乳期）終了まで継続履行するよう命じた。

三、コメント

　張氏は1年以内に結婚するつもりがないと約束したが、こうした約束は本質上公民の基本的な法定権利が排除されることから無効となる。スーパーは張氏が署名した社内規則を提出したが、その内容そのものが合法的であるかどうかは以下の通り検討すべきである。

1、 中国の婚姻法の第二十五条の規定に基づき、非嫡出子は嫡出子と同等の権利を有し、いかなる人は危害または差別を加えてはならない。また、2005年の「婦女権益保障法」の改正によって、如何なる雇用者も結婚、妊娠、産休、哺乳を理由に女性従業員の賃金を下げたり、辞めさせたり、一方的に労働契約を解除してはならないと規定された。

よって、スーパーの「未婚者の妊娠」に関する社内規則は非合法であり、解除の根拠とはなれない。

2、スーパーの就業規則には「未婚者の妊娠」を解雇事由とすると規定されておるが、そもそも、その根拠とした「上海市計画出産条例実施細則」は2004年4月15日に廃止されており、また中国の現行労働法及び労働契約法では女性従業員の妊娠、出産、授乳期における解雇を制限している上、未婚女性を解雇制限から除外していない。


非居住者企業間の財産間接譲渡の企業所得税

の若干問題に関する国家税務総局の公告についての解釈
2015年2月3日、国家税務総局は「非居住者企業間の財産間接譲渡の企業所得税の若干問題に関する国家税務総局の公告」（以下、「公告」という）を公布した。ここに公告の主な内容について次の通り取り纏めます。

1、 背景

　国家税務総局による公告の公布は「非居住者企業による持分譲渡の所得に係る企業所得税管理強化に関する国家税務総局の通知」（国税函「2009」698号、以下「698号文」という）に定める持分間接譲渡の執行プロセスなどの問題を更より明確にするためにある。

2、 適用範囲

公告は、合理的な商業目的を有せず、中国企業所得税の納税義務を回避する中国で課税すべき財産の間接譲渡取引に適用し、即ち譲渡された国外企業の所有する中国における特定の課税すべき財産（中国に設立した機構場所、中国で所有する不動産或は中国で所有する権益性投資資産）の状況に適用するが、持分譲渡所得が持分譲渡側の中国国内に設立した機構、場所と実質的に関連している状況に適用しないものとする。
　
三、合理的な商業目的の判断

　合理的な商業目的の判断に際して、中国で課税すべき財産の間接譲渡取引と関連する全てのスキームを総合考慮し、実際の情況を踏まえて下記の要素を分析する。
１、海外企業の持分の主要価値が直接又は間接的に中国で課税すべき財産に由来したか否か

２、海外企業の資産が直接若しくは間接的に中国での投資により構成され、又はその所得が直接若しくは間接的に中国国内からの源泉であるか否か

３、海外企業及び直接或いは間接的に中国で課税すべき財産を所持する傘下企業の実際履行機能とリスク負担が企業構造の経済的実質を裏付けるか否か

４、海外企業の株主、業務モデル及び関連組織構造の存続期間

５、中国で課税すべき財産の間接譲渡取引にかかる海外での企業所得税の納付情況
６、持分譲渡側による中国で課税すべき財産の間接投資、間接譲渡と直接投資、直接譲渡との代替可能性

７、中国で課税すべき財産の間接譲渡による所得の中国における適用できる税収協定或いはスキーム情況
８、その他の関連要素

四、間接譲渡取引事後の報告
１、従来の強制報告義務から取引当事者による自発報告へ変更する。

２、報告主体は中国で課税すべき財産を間接譲渡する取引双方および持分を間接譲渡された中国居住者企業まで拡大し、取引当事者による報告主体及びアプローチの選択に便宜を与える。

五、税金の源泉徴収又は未納付の場合

１、不動産又は持分の間接譲渡による所得が本公告の規定に基づいて企業所得税課税対象となった場合、関連法令法規又は契約の規定に基づいて持分譲渡者への対価を支払う義務を負う単位若しくは個人は税金の源泉徴収義務者とされる。

２、源泉徴収義務者が税金を源泉徴収せず、且つ持分譲渡者が相応の税金を納付しなかった場合、主管税務機構は税収徴収法及びその実施細則に基づいて源泉徴収義務者の責任を追及することができるが、源泉徴収義務者が持分譲渡契約又は協議を締結した日より30日以内に第9条の規定に基づいて関連資料を提供した場合、その責任を減軽又は免除することができる。

六、利息の課徴
１、持分譲渡者が中国で課税すべき財産の間接譲渡による所得で納付すべき税金を期限通りに又は十分な額を申告納付せず、源泉徴収義務者も税金を源泉徴収しなかった場合、納付すべき税金を追徴するほか、企業所得税法実施条例第121条、第122条の規定に基づいて持分譲渡者に対し日割りで利息を課徴する。

２、持分譲渡者が海外企業による持分譲渡に関する契約或いは協議を締結した日より30日以内に本公告第九条に定める資料を提供、又は本公告第7条、第8条の規定に基づいて納税申告を行った場合、企業所得税法実施条例第122条に定める基準利率により利息を計算する。資料提供又は納税申告を期限通りに行わなかった場合、基準利率に5％を加えて利息を計算する。

七、一般租税回避防止管理弁法との関係

主管税務機関は、中国で課税すべき財産の間接譲渡取引について立案調査及び調整を行う必要があると判断した場合、一般租税回避防止の関連規定により執行する。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	「非居住者企業間の財産間接譲渡の企業所得税の若干問題に関する国家税務総局の公告」『重要法規解説』ご参照下さい
	2015/02/03

	2
	財政部•民政部•教育部等の民間資本による養老サービス業発展参入鼓励に関する実施意見
	2015/02/03

	3
	国家税務総局の「税収違法案件一案双査工作補足規定」の発行に関する通知
	2015/02/04

	4
	国家税務総局の税務行政審査批准事項一部取消後の管理問題に関する公告
	2015/02/04

	5
	国家税务总局の更なる税収徴収管理秩序の規範と税収収入品質の向上に関する通知
	2015/02/05

	6
	国家安全監督管理総局弁公庁の雇用者職業病危害要素定期検測管理規範の発行に関する通知
	2015/02/28

	7
	国家インターネット情報弁公室のネットユーザー登録番号名称管理規定
	2015/03/01

	8
	商務部の香港•澳門サービス提供者の広東省における投資届出管理弁法（試行）
	2015/03/01
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